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1 配置 必要用地が確保できる
2 搬入路 常時交通可能な搬入路が確保できる
1 植生 自然の改変度が低い

2 河川類型 河川への影響が少ない

1 地形等 傾斜がゆるやかである（勾配）

2 搬出入路状況
搬入道路の接道状況(大型車両の通行、幹線道路からの
距離、通学・歩行者の安全性、交通面の立地適正）

3 地盤の安定性 想定震度は低い方が災害リスクは低いため。
4 造成のしやすさ 傾斜や障害物がなく造成がしやすい
1 周辺の住居数が少ない

住居系用途地域と十分な距離がある
搬入道路に接する住宅数が少ない

2 周辺施設等
周辺に学校・診療所・福祉施設・観光資源・文化財、
その他考慮が必要な施設がない

1 災害危険 候補地周辺の地形は災害時の危険性が低い
2 地盤の安定性 崩壊リスクの高い地質がなく地震災害リスクが低い

５災害危険

周辺住宅への影
響

１現況土地利用
状況

２自然環境

３建設工事に対
する適正

４生活環境

大項目 No. 小項目 内容
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1 2 3 4 5 6 7 8 9

2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034

R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

循環型社会形成推進地域計画

測量

地質調査

用地取得

　最終処分場

基本計画・基本設計

生活環境影響調査

　実施設計

　事業者選定（浸出水処理施設）

　工事設計・施工監理

　工事・供用開始

　リサイクルセンター・中継施設（新施設）

基本設計・発注支援

　施工監理

　工事・供用開始

　届出・協議関係

設置届（最終処分場）

都市計画決定（実施する場合）

(

共
通

)

工事期間

工事期間

関係機関事前協議
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供用開始

年度

処分場容量

（㎥）

事業費

（千円）

補正事業費

（千円）

デフレータ補正

係数※1

R3 14,100 1,080,000 1,317,600 1.22

R3 39,000 2,008,468 2,450,331 1.22

R3 187,000 10,484,589 12,791,199 1.22

R3 80,000 5,158,200 6,293,004 1.22

R3 128,734 3,860,568 4,709,893 1.22

R3 246,000 5,920,257 7,222,714 1.22

R3 152,000 6,471,030 7,894,657 1.22

R3 76,000 3,940,000 4,806,800 1.22

R3 51,000 4,230,000 5,160,600 1.22

R3 37,000 4,055,961 4,948,272 1.22

R3 6,000 839,808 1,024,566 1.22

R3 197,398 3,848,187 4,694,788 1.22

R3 104,600 3,470,467 4,233,970 1.22

R3 9,000 800,000 976,000 1.22

R3 130,000 7,957,934 9,708,679 1.22

R3 65,219 2,213,635 2,700,635 1.22

R4 34,000 3,455,100 4,146,120 1.20

R5 5,545 1,725,326 1,932,365 1.12

R5 70,860 4,000,000 4,480,000 1.12

R5 163,000 3,357,958 3,760,913 1.12

※1 最新値/供用開始前年度４月
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交付金

20%

交付金対象事業 交付金対象外
80%

①過疎対策事業債 過疎対策事業債

②交付税措置

（①×70％）

③元利償還金

（①-②）

交付税措置

（70％）

元

利

償

還

金

1/3 2/3

100% 100%
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